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　平成20年度の市の予算が決まりました。
　国、県の改革が進み、地方分権が加速する一方、交付金や補助金が縮減さ
れ、本市も非常に厳しい財政状況のなかで、自立した行政運営に努めなけ
ればなりません。
　こうした状況のなか、甲賀市まちづくりの羅針盤となる「総合計画」と

「行財政改革の実践」により、「協働」による５つの目標の実現に向け、限ら
れた財源を最大に活かし、「負担に値する質の高いサービス」を基本に次代
に向けた強くたくましい財政基盤を作り上げながら、子ども、そして、現場
を第一主義に置いた予算を編成しました。

健
全
財
政
の
確
立
へ
、

た
く
ま
し
い
財
政
運
営

　

地
方
間
競
争
が
激
化
す
る
現

在
、
本
市
が
持
つ
魅
力
を
高
め
る

と
共
に
、
持
続
可
能
で
強
い
財
政

基
盤
を
築
く
こ
と
が
不
可
欠
で

す
。

　

こ
の
た
め
、
平
成
20
年
度
は
財

政
基
盤
の
立
ち
直
り
を
最
優
先
さ

せ
、
健
康
福
祉
や
教
育
な
ど
真
に

必
要
な
施
策
に
積
極
的
な
予
算
配

分
を
行
い
ま
し
た
。

　

一
般
会
計
で
は
、
総
額
が
前
年

度
と
比
べ
る
と
8
億
円
の
減
と
な

り
ま
し
た
が
事
務
事
業
の
徹
底
し

た
見
直
し
に
よ
り
メ
リ
ハ
リ
の
あ

る
予
算
編
成
に
努
め
ま
し
た
。

　

ま
た
、
家
庭
で
い
う
借
金
に
当

た
る
市
債
は
、
大
型
事
業
等
を
行

う
場
合
有
効
な
手
段
で
す
が
、
さ

き
ざ
き
に
は
必
ず
返
済
し
な
け
れ

ば
な
ら
ず
、
財
政
の
硬
直
化
の
要

因
と
な
り
ま
す
。

　

こ
の
た
め
、
市
で
は
残
高
を
増

や
さ
な
い
よ
う
、
極
力
新
規
の
市

債
の
発
行
を
抑
え
残
高
の
縮
減
に

努
め
ま
し
た
。

重
点
的
か
つ
効
果
的
な

施
策
に
つ
い
て
集
中
と

選
択
を
進
め
る

　

歳
入
で
は
、
企
業
集
積
効
果
に

よ
る
市
税
の
伸
び
は
期
待
で
き
る

も
の
の
、
地
方
交
付
税
や
、
国
県

支
出
金
の
減
少
に
よ
り
、
市
の
貯

え
で
あ
る
財
政
調
整
基
金
を
取
り

崩
し
て
必
要
な
財
源
の
確
保
に
努

め
ま
し
た
。

　

歳
出
で
は
、
後
年
度
へ
の
負
担

を
強
い
る
こ
と
と
な
る
市
債
（
借

金
）
を
控
え
る
た
め
、
建
設
事
業

全
体
を
精
査
し
、
重
要
度
、
緊
急

度
を
見
極
め
、
確
保
し
た
財
源
を

暮
ら
し
に
直
結
す
る
施
策
に
充
当

し
て
い
ま
す
。 施策方針

要旨

平成20年度当初予算
■一般会計　319億5,000万円（対前年度比△8億円　△2.4％）

■特別会計　206億6,322万円（対前年度比△53億9,657万円　△20.7％）

■企業会計　  57億6,605万円（対前年度比△10億5,928万円　△15.5％）

歳入 歳出
319億5,000万円
（H19 327億5,000万円）

319億5,000万円
（H19 327億5,000万円）

依存財源自主財源
134億1,964万円185億3,036万円

24億9,400万円
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（16.3％）
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19億2,152万円

15億2,512万円

52億2,000万円

22億5,900万円

3億1,329万円

12億4,963万円
14億3,505万円

11億2,031万円

144億1,208万円

市債

県支出金

国庫支出金

地方
交付税

地方譲与税
県税交付金他

その他

諸収入繰入金

分担金及び負担金
使用料及び手数料

市税
総務費

民生費

衛生費

農林水産業費

土木費消防費

教育費

公債費

その他

44億2,099万円

81億1,360万円

38億6,392万円

14億502万円

28億7,562万円12億3,913万円

37億7,452万円

51億8,444万円

10億7,276万円
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平
成
20
年
度
予
算
は
、
前
年
度
に

比
べ
緊
縮
型
予
算
と
な
り
ま
し
た

が
、
決
し
て
消
極
的
予
算
で
は
な

く
、
財
政
基
盤
を
立
ち
直
ら
せ
る

こ
と
を
優
先
し
た
も
の
で
す
。
職

員
共
々
に
プ
ロ
意
識
に
徹
し
て
更

に
知
恵
と
工
夫
を
重
ね
、
予
算
以

上
の
効
果
を
出
し
、
さ
ら
に
は
行

革
推
進
部
署
に
マ
ニ
フ
ェ
ス
ト
進

捗
管
理
や
全
庁
的
に
債
権
管
理
の

徹
底
を
一
層
チ
ェ
ッ
ク
す
る
機
能

を
高
め
る
よ
う
最
善
を
尽
く
し
て

ま
い
り
ま
す
。

　

ま
た
、
そ
れ
ぞ
れ
の
事
業
の
予

算
化
に
つ
い
て
は
、
常
識
や
概
念

を
変
え
て
新
し
い
流
れ
を
創
り
出

す
努
力
、
さ
ら
に
は
行
政
の
守
備

範
囲
や
住
民
負
担
の
根
本
に
遡
っ

て
見
直
し
、
費
用
対
効
果
も
含
め

て
事
業
を
検
討
す
る
一
方
で
、
総

合
計
画
の
基
本
構
想
に
則
り
、
市

民
と
の
多
様
な
協
働
の
も
と
に
福

祉
の
維
持
・
向
上
に
つ
な
が
る
、

重
点
的
か
つ
効
果
的
な
施
策
に
つ

い
て
集
中
と
選
択
を
行
っ
た
も
の

で
あ
り
ま
す
。

　

厳
し
い
財
政
状
況
下
で
、
健
全

財
政
の
確
立
を
最
優
先
さ
せ
て
い

く
こ
と
こ
そ
が
、
当
市
の
羅
針
盤

と
な
る
『
総
合
計
画
』
に
示
す
理

念
・
基
本
方
針
・
目
標
の
実
現
の

た
め
の
最
善
の
手
法
で
あ
る
と
確

信
し
て
お
り
、
平
成
20
年
度
を
有

徳
の
精
神
、
す
な
わ
ち
思
い
や
り

の
心
を
持
っ
て
市
民
と
接
す
る
こ

と
を
め
ざ
す
、「
こ
う
か　

自
治

創
造
の
年
」
と
位
置
付
け
、
次
代

に
向
け
た
強
く
た
く
ま
し
い
財
政

基
盤
を
共
に
作
り
上
げ
な
が
ら
、

子
ど
も
、
そ
し
て
、
現
場
を
第
一

主
義
に
置
き
、全
力
を
注
い
で「
負

担
に
値
す
る
質
の
高
い
サ
ー
ビ

ス
」
を
市
民
の
皆
さ
ん
に
提
供
し

て
ま
い
り
ま
す
。
市
民
の
皆
さ
ん

の
ご
理
解
と
ご
協
力
を
お
願
い
申

し
上
げ
ま
す
。

市長 中嶋 武嗣
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